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1　水質の保全に関する方針

　宍道湖（大橋川を含む）は、全国第6位の広さを有する湖で、宍道湖北山県立自然公園の中心として優

れた景観をつくり出すとともに、豊かな水産資源を育み、また、レクリエーション等の憩いの場や観光資

源などとして、県民に様々な恩恵をもたらすかけがいのない資産となっており、この湖の水質保全は地域

住民すべての願いである。

　県では、この水質を保全するため、昭和48年に水質保全施策の目標として湖沼の水質環境基準の類型A

に指定し、各種水質保全対策を進めてきた。

　しかしながら、周辺流域の社会経済活動の発展や生活様式の変化等に伴い、宍道湖の水環境を取り巻く

状況は厳しく、その水質保全は重要な課題となっている。

　このため、広範な集水域における各種の汚濁要因に対して、水質汚濁防止法に基づく上乗せ条例により

窒素、燐等の規制を行うとともに、昭和63年度には、湖沼水質保全特別措置法に基づく指定湖沼として指

定を受け、平成元年度には宍道湖に係る湖沼水質保全計画（第1期）を、平成6年度には第2期の計画を

策定し、下水道の整備等の水質保全事業や、工場等各種汚濁源に対する規制の措置等を総合的かつ計画的

に推進してきた。

　第2期の計画に盛り込まれた施策についてはおおむね計画どおりに実施され、汚濁負荷量の着実な減少

とともに、水質の保全に寄与してきた。しかしながら、水質目標の達成には至らなかったことから、施策

の効果が水質に反映されない原因については、今後調査検証をさらに充実していく必要がある。

　このような状況から、引き続き宍道湖の水質改善を図るため、県政推進の基本となる「島根県長期計

画」、本県環境政策の基本方針であるr島根県環境基本計画」等を基調に第3期の「宍道湖に係る湖沼水

質保全計画」を定め、関係機関、関係市町村、事業者及び住民等の理解と協力を得て、なお一層の浄化対

策を総合的かつ計画的に推進する。

（1）計画期間
　　この計画の期間は、平成11年度から平成15年度までの5年間とする。

（2）水　質　目　標

　　宍道湖の水質については、汽水域という複雑な湖沼特性や気象の影響等により変動があるものの、こ

の計画では、水質環境基準の達成を目途としっっ、平成15年度の水質を化学的酸素要求量で4．1mg／4ま

で、全窒素でα42mg／4まで、全燐でO．054mg／4まで改善することを目標とする。

平成15年度
区　　　　　　　　分

現　　状
i平成10年度）

施　策　を

uじない場合

施策を講じた

黶@　　合

化学的酸素
v　　求　　量

75　　％　　イ直　　（㎎／2）

i参考）年平均値（mg／乏）

5．4
y5．0】

S．8
y4．5】

5．0

S．5

4．1

R．6

全　　窒　　素 年平均値　（㎎／4） O．48 0．49 0．42

全　　　　燐 年平均値　（㎎／2） O，065 0，065 O，054

〈水質目標値＞

注1）　【】内は過去3年間の平均値である。
　2）　化学的酸素要求量の75％値、全窒素及び全燐の年平均値は、環境基準点（5地点）の最高値である。
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2　水質の保全に資する事業

　宍道湖の水質保全を図る上で、下水道等の生活排水等に係る汚濁負荷量の削減対策が極めて重要である。

　このため、下水道の整備を促進するほか、地域の実情に応じ、農業集落排水施設、合併処理浄化槽等の

各種生活排水処理施設の整備を進めるとともに生活排水処理の高度化を進める。

　また、廃棄物処理施設の整備、湖沼等の浄化対策を引き続き実施する。

（1）下水道の整備
　指定地域内における下水道の整備状況は、平成10年度末において、宍道湖流域下水道の東部、西部終

末処理場等が稼働しており、指定地域内処理人口は110．6千人、普及率は40％である。このうち87．4

千人（平成15年度117．9千人予定）については、化学的酸素要求量、窒素、燐の除去を目的とした高

度処理がなされている（系外放流）。

　今後、宍道湖流域下水道関連の松江市等5市町の公共下水道及び単独公共下水道（加茂町、仁多町、

木次・三刀屋町、横田町）について、その整備を総合的に進めることとし、計画期間内においては、下

表のとおり下水道の整備を進める。

下水道整備計画

年　　度 指定地域内行政人口 指定地域内処理人口 指定地域内普及率

現　　　　状
i平成10年度）

ｽ成15年度

278．3千人

Q80．6千人

110．6千人
i　4．6　）
P54．9千人
i　12．6　）

40％

T5％

注）　（）書きは、系内放流分（内数）

（2）その他の生活排水処理施設の整備

①農業集落排水施設の整備

　　指定地域内における農業集落排水施設の整備状況は、平成10年度末において、処理人口で25．7千人

　　（うち系外放流1．9千人）である。

　　今後は、必要な農業集落排水施設の整備を促進するものとし、計画期間内においては、下表のとお

　　りその整備を進めるとともに、化学的酸素要求量、窒素、燐の除去を目的とした高度処理を実施し、

　宍道湖への汚濁負荷量を削減する。

農業集落排水施設整備計画

年　　　　　度 農業集落排水施設
現　　　　　　状
i平成10年度）

ｽ成15年度

203集落　　　　25．7千人
@　　　　〈23，2＞
@　　　　《23．2》
@　　　　【23．2】
R22集落　　　　41．5千人
@　　　　〈39．1＞
@　　　　《39．1》
@　　　　【39．1】

新　　増　　設

h事…’秦…圭…体…

119集落　　　　15，9千人
@　　　　〈15．9＞
@　　　　《15．9》
@　　　　【．！．臥．9】”松”江”希”他一11舌”岳『…

注1）

　2）

　3）

〉書きは、化学的酸素要求量についての高度処理（内数）

》書きは、窒素についての高度処理（内数）

】書きは、燐についての高度処理（内数）
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②合併処理浄化槽等の整備

　　指定地域内において計画的に整備されている合併処理浄化槽の整備状況は、平成10年度末において

　処理人口で9．6千人である。

　　今後は、単独処理浄化槽の新たな設置は抑制し、下水道及び農業集落排水施設の整備計画地域（た

　だし、下水道については、整備に7年以上の期間を有すると見込まれる区域を除く。）を除く地域に

　おいて合併処理浄化槽の整備を促進するものとし、計画期間内においては、下表のとおりその整備を

　進める。

　　また、合併処理浄化槽について、窒素、燐除去型の導入の推進を検討する。

　　なお、し尿処理施設は処理能力90k2／日であり、高度処理が行われている。

合併処理浄化槽等の整備計画

年　　　度 合併処理浄化槽等 地域し尿処理施設

現　　　　状

i平成10年度）

ｽ成15年度

2，473基　　9。6千人

S，959基　18．6千人

2施設　1，340㎡／日

R施設　1，500nf／日

新　　増　　設

幕ﾆ主体
2，486基　　9．O千人

@松江市他14市町村

1施設　　　160㎡／日

@加　　　茂　　　町

（3）廃棄物処理施設の整備

　宍道湖の水質保全のため、ごみ等の不法投棄及び不適正処理の防止に努める必要があり、このため、

下表のとおり必要な廃棄物処理施設の整備を行う。

廃棄物処理施設の整備計画

一般廃棄　物　処理施設
年　　度

ごみ処理施設 廃棄物再生利用施設等 最終処分場
現　　　状

i平成IO年度）

ｽ成15年度

6施設　433t／日

R施設　370t／日

6施設　136t／日

P0施設　233t／日

13施設

P7施設

新　増　設

幕ﾆ主体
一
一

5施設　　97t／日

@宍道町ほか

6施設　273千㎡
_南リサイクルプラザ

ﾇ理組合ほか

（4）湖沼等の浄化対策

①水質保全対策の検討、推進

　　宍道湖の底泥からの栄養塩類の溶出負荷削減等の水質保全対策について、検討、推進する。

②流入河川の浄化対策

　　宍道湖に流入する河川については、河川改修に併せて底泥のしゅんせつを継続実施することにより、

　浄化の推進を図る。
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3　水質の保全のための規制その他の措置

（1）工場・事業場排水対策

①排水規制
　　水質汚濁防止法に基づき、現在、日平均排水量25㎡以上の特定事業場及び湖沼水質保全特別措置法

　に基づくみなし指定地域特定施設に対し、化学的酸素要求量、窒素含有量及び燐含有量等に係る上乗

　せ排水基準を適用している。

　　これらの排水基準については、対象事業場への立入検査等の監視を強化し、その順守の徹底を図る。

②　新増設に伴う汚濁負荷の増大の抑制

　　化学的酸素要求量、窒素含有量及び燐含有量について、湖沼特定事業場の新増設に伴う汚濁負荷量

　の増大を抑制するため、汚濁負荷量の規制基準の順守の徹底を図る。

③指　　導　　等
　　排水規制の対象となっていない工場・事業場に対しては、　「島根県小規模事業場等排水処理対策指

　導要領」に基づき、必要に応じ汚水処理施設の改善、適正管理等の指導等を行う。

　　また、下水道の供用区域においては下水道への接続促進を図る。

（2）生活排水対策

①水質汚濁防止法に基づく生活排水対策の促進

　　宍道湖流域の16市町村のうち松江市、平田市については、水質汚濁防止法に基づく生活排水対策重

　点地域に指定しており、引き続き、下水道、農業集落排水施設の整備、合併処理浄化槽の普及を進め

　るとともに、広報、啓発による浄化意識の高揚と台所対策等の実践を促進する等、生活排水対策推進

　計画に基づき生活排水対策を推進する。

　　また、その他の地域においても、各家庭等に対し、　「島根県生活系排水対策推進要綱」に基づき、

　ストレーナーの使用等による調理くず等の流出防止及び廃食用油の回収、石けんまたは合成洗剤の適

　正使用等について指導を行う。

②下水道への接続の促進

　　下水道の供用区域においては、県と市町村が相互に協力し、地域住民に対して遅滞なく生活排水を

　下水道に流入させるよう普及促進の徹底を図る。

③　浄化槽の適正な設置、維持管理の確保

　　浄化槽について、浄化槽法及び建築基準法に基づく適正な設置の確保並びに浄化槽法に基づく保守

　点検、清掃及び法定検査の徹底等による適正な維持管理の確保を図る。

（3）畜産業に係る汚濁負荷対策

①畜舎管理の適正化

　　日平均排水量が25㎡以上の畜舎について引き続き排水規制を実施するほか、指定施設及び準用指定

　施設である畜舎の構造及び使用方法に関する基準の順守の徹底を図る。

　　また、これらの規制の対象外となる畜舎については、必要に応じ施設の改善、適正管理等の指導を

　行う。

②　家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進

　　家畜排せつ物については、　「家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律」に基づき、

　一定規模以上の畜産業を営む者を対象に排せつ物処理・保管施設整備を推進し、良質な堆きゅう肥供

一4一



給体制を構築し、併せて野積み等の解消に努める。

　また、対象外となる畜産業を営む者についても必要に応じ施設の改善、適正管理等の指導を行う。

（4）魚類養殖に係る汚濁負荷対策

　指定施設であるこいの養殖用の網いけすについては、飼料の投与等に関する規制基準の順守の徹底を

図る。

　また、規制の対象外となる養殖用施設については、必要に応じ施設の改善、適正管理等の指導等を行

　う。

（5）非特定汚染源負荷対策

①農業地域対策
　　　「島根県環境保全型農業推進基本方針」及び「持続性の高い農業生産方式の導入の促進に関する法

　律」に係る県導入指針に基づき、側条糊巴田植機の導入や肥効調節型肥料、有機質肥料の施用を進め、

　施肥量の適正化を図るとともに、畦畔の保全等環境保全型農業の推進を図る。

②都市地域対策
　　市街地等から降雨等に伴い流出する汚濁負荷に関しては、実態把握に努めつつ、広報活動等を通じ

　地域住民の協力を得て、小水路、宅地等の清掃を促進する。

　　併せて、公共用施設では透水性舗装等の導入に努め、雨水貯留・浸透施設の導入など効果的な対策

　を検討し、汚濁負荷の流出抑制を図る。

③自然地域対策
　　森林等自然地域からの降雨等に伴い流出する汚濁負荷に関しては、実態把握に努めつつ、土壌浸食

　や崩壊による汚濁負荷流出を防止するため、森林の適正管理に努める。

④非特定汚染源負荷対策検討会の設置

　　以上の対策を実施しつつ、非特定汚染源負荷対策に関する検討会を設置し、非特定汚染源負荷の削

　減に向けた取組を推進する。

（6）緑地の保全その他湖辺の自然環境の保護

ア　この計画中の各種汚濁源対策とあいまって宍道湖の水質保全に資するよう、環境影響評価法、自然

　環境保全法、自然公園法、森林法、都市計画法、都市緑地保全法、河川法等の関係諸制度の的確な運

　用を通じて配意し、指定地域内の森林等の緑地の保全、その他湖辺の自然環境の保護に努めるものと

　する。

イ　指定地域内に存在する森林、農用地等の緑地その他湖辺の自然環境については、その生態系を構成

　する動植物、土壌等による水質保全上の機能に着目し、このような自然の有する機能を研究するなど

　の取組を図るものとする。

　ウ　ふるさと島根の景観づくり条例に基づき、宍道湖景観形成地域においては、緑豊かな、親水性を

　持った水辺空間の創出などに努めるとともに、建築物や開発行為などについては宍道湖景観形成基準

　に適合するよう指導し、宍道湖の湖水面と湖辺を一体的に捉えた景観形成を図る。

工　湖面清掃、堤防除草を継続実施して、良好な水環境の保全を図る。
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4　その他水質の保全のために必要な措置

（1）公共用水域の水質の監視

　宍道湖の水質の状況を的確に把握するため、湖内の8地点及び流入河川の47地点において、水質の監

視、測定を行う。

（2）調査研究の推進

　湖における栄養塩等物質収支総合解析調査をはじめとする水質汚濁機構の解明、覆砂、れき問浄化、

生物を利用した浄化等の現地実験による効果的な水質保全対策の調査検討、山林からの流出負荷の実態

及び浄化機能の評価研究等を、大学、研究機関等と連携しながら推進する。

（3）地域住民等の協力の確保等

ア　本計画を的確かつ円滑に遂行するため、国、県、市町村の行政はもとより、流域の住民及び事業者

　等が緊密に連携しながら計画の推進を図るものとし、斐伊川水系水質汚濁防止連絡協議会、宍道湖水

　質汚濁防止対策協議会等を通じて事業者、住民等に対して広報啓発活動等により、宍道湖の水質の状

　況、本計画の趣旨・内容等の周知徹底を図り、計画の実施に関して必要な協力が得られるよう努める。

イ　県民、事業者、行政すべての参加による、豊かな環境をはぐくむための行動基金であるrしまね環

　境基金」を効果的に活用し、県民、事業者等の自主的な環境保全活動を支援するとともに、各主体の

　連携により、さらに規模の大きく効果的な取組への進展を目指して、しまね環境会議や各地域環境会

　議との協力体制のもと、地域での活動や連携を支える拠点の整備を図る。

　ウ　親水型湖岸を整備して、地域住民の水環境に関する関心を高めるとともに、環境保全への意識の啓

　発を図る。

（4）環境学習の推進

　　「環境教育・環境学習基本指針」を策定し、それぞれの年代に応じた環境教育・環境学習を推進する。

　　また、宍道湖西岸に整備中の「水と魚の自然館」（仮称）等宍道湖流域の湖辺にある親水施設を利活

用して、水質浄化意識の高揚に努める。

（5）関係地域計画との整合

　本計画の実施に当たっては、指定地域の開発に係る諸計画に十分配慮し、これらの諸計画との整合性

の確保を図るとともに、宍道湖の水質保全に関係する他の諸計画・制度の運用に当たっては、本計画の

推進に資するよう十分配慮する。

（6）事業者等に対する助成

　　この計画を円滑に推進するため、政府系金融機関による融資制度とともに、県の融資制度の活用によ

　り、事業者等による汚水処理施設の整備等を促進する。
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